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「独自研究」(original research) とは、Wikipedia 用語で「信頼できる媒体において未だ発表されたこ

とがないもの」をいい、具体的には「未発表の事実、データ、概念、理論、主張、アイデア」などを

指す [1]。Wikipedia は多数の匿名執筆者が編集することのできるオンライン事典であるため、記事の

品質を維持するためにさまざまな規則を設けている。独自研究の利用禁止はそうした規則のひとつで、

信頼できない情報源からの情報を排除することによって記事の信頼性を確保する役割を果たしている。 

この基準に照らして日本政府の政策立案や評価のプロセスをみると、その多くが政府自身による独

自研究に立脚していることがわかる。Wikipedia レベルの信頼性を確保する手段がとられていないので、

政策を正当化するために持ち出されるデータの質が保証できない弊害が生まれている。たとえば今年 1

月の国会での首相施政方針演説のなかにあった、ひとり親家庭の大学進学率が上昇したという数値は、

厚生労働省「全国ひとり親世帯等調査」に基づくものとされる [2]。だがこの「大学進学率」をどうや

って計算したのかは、当時はよくわかっていなかった。その後の国会質疑 [3] で計算方法の概略はわ

かったものの、さまざまな疑問点が解消されずに残っている。 

政府は、近年、「エビデンスに基づく政策立案」(evidence-based policy making: EBPM) をスローガン

に政策の立案・評価過程の合理化を推進している。しかし上のような弊害に対して、EBPM が改善の

役に立つかというと、そういう方向には進みそうにない。日本政府の唱える EBPM は、むしろ独自研

究を推進する内容であるからだ。たとえば 2018 年の総務省「EBPM に関する有識者との意見交換会」

の報告 [4] は、ほぼ全編が独自のデータを分析する前提の内容である。「文献調査」は、「関係者から

の聞き取り等」と同様のオプショナルな位置づけで、一言だけ言及されている。 

一方、医療の分野では、この四半世紀の間に「エビデンスに基づく医療」(evidence-based medicine: 

EBM) が支配的な潮流となってきた [5]。EBM においては、意思決定の材料として使うエビデンスは

まず医学文献の網羅的な検索によって得るものなので、独自研究は実質的に排除されている。EBM は

「エビデンスに基づく」という冠を EBPM と共有してはいるものの、この点では正反対の方向を向い

ており、独自研究の弊害を免れている。ただ、EBM に関する議論では、なぜ独自研究を排除するかは

示されてこなかった。EBM にとって、医師や病院が文献を渉猟せずに自らの経験だけにしたがって治

療方針を決めることは克服すべき悪しき伝統であり、それは議論するまでもない前提だった。 

本報告では、意思決定過程から独自研究を排除する意義について、(1) 捏造・改竄の抑止、 (2) 専門

家からの批判を通じた信頼性の向上、 (3) 非専門家による反論機会の保障、の 3 側面から検討する。

また、独自研究に基づく政策立案の弊害を防ぐため、独自研究排除原則またはそれと同等の機能を持

つ制度を確立する方向性について論じる。 

(本研究は JSPS 科研費 JP17K02069 の助成を受けたものです。詳細は http://tsigeto.info/19y 参照) 
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